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1. はじめに

1970年代のオイルショックを乗りきった日本自動車産業

は、 1980年代までに海外市場進出を果し、国内において11

メーカ一体制を確立した。それが1990年代になりマツダが

フォードの資本下に入ったのを始まりに、日産がルノー

に、スバルも GM(General Motors)の資本下に置か

れ、自動車産業の世界的再絹が加速した。

日本メーカーは、 1970年代に独自の生産システムを確立

し、高品質・低価格を実現していた。これによって世界的

に高品質・低価格に対する信頼を得ていた。そしてこれが

競合メーカーに対する優位性の一要因となっていた。1970

年代後半には高品質・低価格を武器に北米進出を果し、ア

ジアをからヨーロッパに至るまで市場を拡大した。これを

支えたのがカンバン方式、ジャストインタイム、リーン生

産システム等に代表される生産システムであったのであ

る。

日本の自動車産業は、第2次大戦後の1950年代から市場

開拓、流通システム構築がなされ、大量生産、大量消費体

制が確立された。そして1980年代には北米からアジア、ア

フリカに至るまでシェアを拡大させ、日本の自動車産業の

強さが注目されるようになった。それが1990年代になっ

て、外資に組み込まれざるを得なくなるほど収益が悪化し

ている。考えられる要因として1980年代以降に国産メー

カーの競争力、収益力が低下したことが考えられる。それ

ではなぜこのようになってしまったのであろうか。

筆者は、国産メーカーが高品質・低価格を重視するあま

り、生産システム改善によるコスト削減には力を注いだ

が、流通システムの改革には疎く、ニーズに適合した

デイーラーの店舗づくり等、流通に関して十分なノウハウ

蓄積がなされてこなかったからではないかと考えている。

見方を変えればデイーラーが変化せずとも対応できてきた

ということであり、アフターサービス等よりも製品の魅力

が顧客に重視されてきたからだと考えることが出来る。そ

れが市場成熟時代となり、使用経験によるニーズが増加す

るに伴って、何らかの付加価値が必要となってきたと考え

られる。車社会といわれるようにな って久しいが、顧客

は、自動車が高品質・低価格で迅速に納車されるだけでは

満足しなくなってきているのである。特に近年、グローバ

ルな部品調達、低コスト国への工場移転等によって、生産

システム段階における改善の余地が少なくなってきてい

る。

それでは、日本市場の変化を知るためにトヨタ、日産、

ホンダの市場環境への対応、競争戦略を概観しておきた

い。（表 1-1参照） 1930年代、国策により始まった自動

車産業は、 トラック生産から始まった。それが国策から国

際競争を経て1990年代にグローバル化へと至る過程で、各

メーカーは市場環境変化に対応しながら、自社環境を整備

していく 。

例えばトヨタ、日産は、部品会社及びデイーラー網を独

立会社として競争させることで、独自性を持たせ、これら

の独自性を尊重し、チームワークを強化することで環境を

整備していった。一方、ホンダは二輪車から参入したこと

もあり、デイーラーを含めた既存環境を最大限利用し、

チームワークを強化することで対応した。メーカーと部品

会社（サプライヤー）、デイーラー間の環境整備には、少

なくとも二つの方向性があったのである。

それが1990年をピークに新車販売台数が鈍化した。これ

によって1980年代までに蓄えてきた各メーカーの体力差が

明確になった。バブル期に増やしたラインナップが上手く

整理できなかったメーカーは、製造コスト増となり、 1990

年代になって収益減を招き失速していったのである。

日本市場は、約50年の間に劇的に変化し、自動車産業研

究もその対象を変化させてきた。例えば、 1930年代のト

ラック生産期から、 1940年代の国策によるトラック生産

期。この時期は、産業政策として自動車産業が育成された

こともあり、もっばら産業政策論の研究対象となってい

た。

それが1950年代になって、アメリカで1900年から1940年

代までの50年間かけて確立されたフランチャイズシステム

を基にして、約10年で日本的デイーラーシステムが確立さ

れた。ベースはアメリカ式のフランチャイズ方式であった

が、日本の商習慣等を加味した独自の流通システムがつく

られる。その後、 1960年代後半から1970年にかけて生産シ
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表 1-1 市場環境、競争戦略と連携 (1930's-1990's) 

トヨタ 日産 ホンダ

時期 環境 エントリー 連携 エントリー 連携 エントリー 連携

1930's 

トラック生産開始
国策 自助 チームワーク 技術移転 競争

チームワーク

1950's中頃ー1960's 国策から
ヘシフト

トラックから乗用車へ 国際競争へ
自助 チームワーク 技術移転 技術への重

点的投資ヘ

のサポート

1960's中頃ー1970's
チームワーク 独立独歩

輸出開始
国際競争 チームワーク 技術への重 独立独歩 相互調達に

点投資 よるサポート

1980's 1990's 会社の独立 会社の独立
会社のチーム

移転とニッチマーケット グローバル化 化及びチーム 化及びチーム
ワーク

のアップスケール ワークの再編 ワークの再編

（出所）YangX., "Globalization of the automobile industry The United States, Japan, and the People's Republic of China", 1995, 

U.S. A., p76 

ステム、流通システムが安定していくのである。

自動車産業研究は、 1960年代からの生産システム、流通

システムを扱ったものが研究対象にされてきたように思

う。例えば流通段階におけるオーダーエントリーシステム

を議論の中心としている岡本 (1995)の製造・販売統合の

研究 1、浅沼 (1997)のメーカーとディーラー間における

情報ネットワークの研究八流通システムの特性と問題点

を扱った塩地・キーリー (1994)のデイーラー系列に関す

る研究3、日本メーカーのジャストインタイム、リーン生

産方式を扱った藤本 (1997)のトヨタ生産システム研

究4、伊丹・加護野・小林・榊原・伊藤 (1990)による自

動車産業の企業成長研究尺 IT活用よるマーケティングの

変化を示唆した下川・岩澤 (2000)の情報革命が自動車流

通イノベーション要因となるのかの研究尺下川 (1997)

によるアメリカマーケティングと日本のマーケティングの

流通販売システム比較研究等がある。

自動車産業研究は、藤本に代表される生産システムの競

争優位性研究、浅沼、塩地、下川の流通システム研究、伊

丹・加護野・小林・榊原・伊藤による産業論的研究からア

プローチされてきたのである。

それが2000年代になって各メーカーは、これまでの多品

種少量生産から、少品種小量生産に移行し個性化をアピー

ルするようになった。これは生産システム上における製品

開発、製造方法改善である程度は可能かもしれない。しか

し個性化に対応するためには顧客のニーズを聞き出すため

にコミュニケーションによるニーズ把握が重要になる。そ

こで自動車流通イノベーションが必要となってくる。

llO 

自動車産業は、生産と流通に大別できる。本論では市場

変化に臨機応変に対応し、競争優位性を維持するために重

視すべきは生産システムではなく、流通システムイノベー

ションであるという問題意識から生産、流通システムを考

察したい。

2. 生産システムの競争優位性

自動車産業の国際競争力要因は、 トヨタシステムに代表

される生産システムと競争力がつくまで保護してきた日本

政府の保護政策による。日本政府は保護政策として輸入台

数制限、高い関税、自動車税、重量税を外国メーカーが不

利になるように設定し、海外メーカー車が市場において不

利な状況になるようにして保護したのである。この二つが

相乗効果を発揮し、国産メーカーが国際的競争力を身につ

けていった。力をつけたメーカーは海外進出を果し、シェ

アを拡大していくのである。ここではトヨタを例として、

戦後の生産システム分析からその競争優位性について考え

る。

自動車産業参入に際し、 トヨタが自助努力、日産が技術

移転、ホンダが独立独歩というスタンスの違いがある。

（前章の表 1-1参照）特にこの三社のなかで今日、 トヨ

タシステムと呼ばれ研究対象とされている生産システム

は、 トヨタの自助努力によって生み出されたものである。

トヨタの生産システムは、アメリカのフォード社が確立し

たベルトコンベアによる流れ作業がベースとなり、それに

人の判断力とチームワークを融合させて完成された生産シ
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ステムである。

トヨタ生産システムの基本的思想は「多種少量で安くつ

くる、これは日本人でなければ開発できないことではない

か。そして、その日本人による生産システムの開発は、い

わゆる大量生産方式をも凌駕できるはずだ」という大野耐

ーの考え方からスタートしている八つまり、アメリカ式

大量生産技術を単にコピーするのではなく、日本オリジナ

ルの生産システムを構築することが初めから意図されてい

たのである。

それでは大野が構築したトヨタ生産システムとはどのよ

うなものであったのだろうか。この生産システムの根底に

は、「ムダの排除」という大前提があり、これを実現する

手段として「ジャスト・イン・タイム」、「自働化」と呼ば

れる二つの柱が考えられた。

「ジャスト・イン・タイム」とは、一台の自動車を流れ

作業で組み上げてゆく過程で、組み付けに必要な部品が、

必要なときにそのつど、生産ラインのわきに到着すること

である。これを実現するため、大野はこれまで行われてき

た管理方法の見直しを行い、後の工程が前の工程に引き取

りに行き、前の工程は引き取られた分だけをつくるという

取り決めを行った。その際、工程間をつなぎ「何がどれだ

け」欲しいのかを表示する手段として「かんばん」が考え

られた。

もう一つの柱となる「自働化」とは、文字通りニンベン

の付いた自働化である。これは一言で言えば生産過程での

不良品製造防止のため、人間の知恵を活用することで不良

品を防ごうというものである。例えば生産ラインで機械に

異常があればだだちに停止し、その場で原因究明し、問題

が拡大しないようにする不良品製造予防策である。そのた

めトヨタの生産ラインにはストップ ・ボタンが付けてあ

り、異常があれば作業者がボタンを押しラインを止める。

ラインが停止すると、どこでトラブルが発生したのかを示

す「アンドン」と呼ばれる電光掲示板が発光するように

なっている。これを管理者が目で見て確認する。管理者は

この「アンドン」に注意しておけばよいので、一人で何台

もの機械を担当できるようになったのである％

この二つを実現するために業務の見直しが行われた。そ

の内容は「標準作業化」と「生産の平準化」である％生

産システムが確立する以前、生産現場は、職人が支配して

おり、生産が遅れても管理者のいうことを聞かず、コント

ロールすることが難しい状況にあった。これを職人でなく

とも作業が行えるように業務をマニュアル化した。これが

「標準作業化」である。マニュアルを各工程の作業者の上

に掲示（カンバン）し、このカンバンを管理者が一目見れ

ば、作業者が標準的作業を行っているかわかるようにした

のである。

「生産の平準化」とは、 1945年に大野が「同じものの生産

単位であるロットをなるべく小さくして、前工程ヘバラッ

キの悪影響を及ぽさないよう、細心の注意をはらったつく

り方をする必要がある」という方針を打ち出したことから

始まった10。ロットを小さくするために、めまぐるしく変

わる製品の種類に応じて、プレスの金型を変える、「段取

り替え」が頻繁に行われ、これが前工程へ及び、外注部品

をつくるサプライヤーも、従来とは逆の発想で「ロットを

小さく、段取り替えをすみやかに」を合言葉に改善が行わ

れたという。

トヨタ生産システムは、「ムダの排除」という目的達成

のため、逆転の発想から生まれた。しかし、このシステム

もコスト削減には貢献したが、出来あがった製品が海外

メーカーと比べて魅力がなかったため競争力に乏しかっ

た。そのため外国メーカーとの競争から日本政府が産業政

策によって保護したのである。その後生産システムは、そ

れ自体の改善も行いながら、同時にサプライヤーシステム

との関係も構築していったのである。

藤本によれば1980年代まで自動車メーカーは「市場での

評価（競争力）を優先し、その結果、世界市場で成長と

シェア拡大をつづけてきた」と指摘されているII。そして

日本自動車産業の今後の課題として、競争力を維持しなが

ら、企業を取り巻く消費者以外の利害関係者への貢献を含

むトータルバランスをいかにして保つかが重要になってき

たと主張する。その結果、これまでの「成長指向のリー

ン・システム」 (leanon growth)から「バランス指向の

リーン・システム」 (leanon balance)への転換が必要で

あると主張しているのである。

また氏は産業・企業のパフォーマンスは、消費者（既存

顧客、潜在顧客）、従業員、部品材料供給メーカー、株主

等の企業を取り巻く利害関係者のタイプによって異なって

くるといい。このうち製品市場（消費者）に対するパ

フォーマンスを狭義の競争力と仮定し、日本の自動車メー

カーは、この狭義のパフォーマンス（競争力）においては

国内でも海外でも高い評価を得ていたという 。しかし、利

害関係者から見た自動車産業の評価は高くなかったという

のだ。これまでの自動車産業は品質のみを追求し、製品競

争力強化のみに力を注いできた。その結果、市場での評価

（競争力）が優先された。これを支えたのが「成長指向の

リーン・システム」であったというのだ。

しかし1990年代後半から、日本自動車産業の課題となっ

てきたのは、トータルでシステムをみるという視点であ

る。モデルチェンジ・サイクルの延長、車種削減、時短促

進、価格体系見直し、店頭販売促進等、現状見直し論が注

目され、その示す方向性は概ね妥当であるが、手段が自己

目的化して一人歩きをしてしまうのを防ごうというもの

111 



吉川 勝広

だ。メーカーは「バランス指向のリーン・システム」を目

指し、そこそこでの達成度にとらわれすぎる事なく、全体

としてのバランスをとる必要がある。そしてどのような経

路で「新しいシステムに軟着陸させるべきであるのか考え

なければならない段階に来ている」と指摘するのであ

る120

それでは氏のいう「バランス指向のリーン・システム」

(lean on balance) とはどのようなものを指すのであろ

う。表2-1は、生産段階から販売までその段階で行われ

るべき志、問題点、可能性が記されている。これらの問題

を、いかにしてすべてを高次元に引き出し、バランスよく

達成するかが今後の競争力の源泉となるという 。

この五つの段階のなかで氏が特に重視している段階は、

どの段階であろうか。それは生産、製品開発、製品設計段

階であると考えられる。なぜならクラーク•藤本 (1991)

の研究で氏は、ホンダとマツダの四輪操舵システム

(four-wheel steering system (4WS)戸を例に取上げ、製

品開発、製品設計について生産システムにおける自動車

メーカーの競争優位性について言及した14。この研究を起

点として、青木・安藤 (2002)15におけるモジュール化の

議論まで一貫して自動車産業の優位性は、生産システムに

あることを主張してきている。

例えば1991年の研究で取り上げられたホンダとマツダの

4WSでは、 1980年代後半からホンダが機械式の4WSを

2ドアクーペのプレリュード、マツダが電気式4WSを

ファミリーカーの 5ドアハッチバックに採用した。

結果的にマツダが失敗例となるわけだが、その原因は製

品開発、製品設計のまずさであると指摘した。当時日本の

顧客層は、 4WSはスポーティでプログレッシブなイメー

ジが持たれており、 2ドアクーペのプレリュードに4WS

を採用したホンダが成功し、ファミリーカーの 5ドアハッ

チバックに採用したマツダが失敗することになったという

のである。そしてこの例から藤本は、三つの結論を導き出

した160

一つは技術進歩に適合した長期プラン（自動車のサイク

ルに応じた長期的な技術的プラン）を持つことが必要であ

る。一つは現段階の製品マネージャーは、多層世代に対応

しうる次世代につながるコンセプトをもつべきである。一

つは自動車ニーズに迅速に対応するため、迅速かつ効果的

に技術進歩に適応出来るよう改善することである。以上の

三つをバランスよく満すように生産システムを改善すべき

であるというのが氏の主張である。

藤本に代表される生産システム研究は、筆者の知る限り

1980年代から本格的に行われるようになってきたと思う 。

生産システムが国際的優位性を持つに至った例として、

1984年にトヨタと GMと合弁で立ち上げた NUMMI

(New United Motor Manufacturing Inc.）がある。これ

はトヨタ生産システムのノウハウを GMが欲し、アメリ

力における部品調達、販売ノウハウを GMからえるため

に合弁でつくられた会社である凡GMは、この合弁時点

ですでにトヨタ生産システムの国際的競争力を認めていた

からこの合弁が成立したと考えられる。

佐武 (1998) もトヨタ生産システムは「売れるものを売

れるだけいかに少人数で造るかという方式であり、変動す

る市場に対し現場がどこまでもついていけるような強い体

質を身につけることをめざしたものである。」と指摘して

いる。そして11の改善策と 4つの認識をあげている丸特

にこの4つの認識のうち低価格、高品質と強い現場体質

が、変化・流動する市場での営業諸活動を有利に展開する

と指摘する。また、新規開発製品のスムーズな立ち上が

表2-1 バランスのとれたリーンシステム(leanon balance) 

生産 製品開発 製品設計 工場設計 販売

1.品質・納期改善 1.設計品質改善 顧客満足の達成 従業員満足の達成 顧客満足の達成

2.フレキシビリティ改 2.開発生産性改善 ニーズの高級化・多様 労働力不足への対応 安定した販売維持
「志」 善 3.開発期間の同時 化への対応

改善

無駄の多少 リーン（無駄が少ない） リーン （無駄が少ない） ファット（無駄が多い） ファット（無駄が多い） ファット（無駄が多い）

1.米国メーカー等の逆 1.米国メーカー等の逆 1.過剰品質 1.過剰設備 1.過剰サービス
キャッチアップ キャッチアップ 2.共通部品不足 2.過剰生産技術 2.販売生産性停滞

問題点 2.単独での改善効果 2.個別製品開発プロ 3.モデ）けこエンジ過多 3.固定費負担 3.値引き戦争慢性化
の限界（生産性上昇 ジェクト・レベルでの効
率鈍化） 率化・迅速化の限界

1.生産期間短縮 1.開発管理の多層化 顧客満足、プロダクト・ 従業員満足と魅力あ 顧客満足の「志」は残

2.生産平準化の制限 2.商品ラやサップ管理 インテグリティ向上の る職場作りの「志」を し値引き戦争終結 （正
今後の可能性 緩和 3.技術革新3見品開発 「志」を残した上での 残し簡素化 ・ロ ーコ 価引き下げ努力は必

3. ウルトラ・リーン化 の融合 設計簡素化 スト化 要）

（出所）藤本隆宏・武石彰「自動車産業21世紀へのシナリオ」生産性出版，1995年， Pl62を基に筆者一部修正
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り、さまざまな技術的要請への対応力、現行製品設計への

的確なフィードバックが佐武のいうトヨタ生産システムの

特徴といえる。

藤本、佐武の分析には、若干視点の相違があるが、迅速

なニーズヘの対応という点では、一致している。ここで忘

れてはならない事は生産システムの優位性は、部品会社

（サプライヤー）との関係にもよることである。日本の部

品供給システムは、平均的に多くの点で欧米と構造的・行

動的に異なる。 1980年代に高い国際競争力を有するに至っ

たのは、メーカーと部品会社の関係にあったとされてい

る。しかし、このシステムも戦前からあったわけでなく、

戦後、特に1950~70年代に徐々に形成されたものであ

る凡部品供給システムが高い国際競争力に対して貢献し

てきた要因として藤本は「長期継続的取引」「少数者間の

有効競争」「一括発注型の分業パターン（まとめてまかせ

る）」という三つの特徴をあげ、これらが個々のシステム

として機能してきたからであると分析した呪

一方で浅沼 (1997)は企業間の長期継続的取引に着目

し、それを制御している契約的枠組みの内部に、どのよう

な経済的メカニズムがあるのかを解明しようとした凡

氏の研究は、企業間の長期継続的取引によって、部品の

数量調整と価格調整が行われていることを明らかにした。

メーカーは、従来製品よりも高い性能と付加価値を持つ車

両開発努力を行いながら、従来と同程度の性能・品質の車

両をより安く作ることを追求する。氏は、このような長期

継続的取引において「改善提案報酬」があることを指摘

し、これが価格調整に影響を及ぽしているという 。改善に

は二つあって、一つはメーカーの自社内部における無駄の

排除である。これは工程改善にもとづくエ数や材料単価な

どの低減、及び部品サプライヤー内部で行われた無駄の排

除成果の一部を値下げの形で還元してもらうことをさして

いる。もう一つは設計改善である。部品の形状を少し変え

たり、使用材料を変えたりして、同じ機能を確保しつつエ

程数減、材料費削減をはかる手法である。これらに対し

て、部品会社に支払われるのが「改善提案報酬」である。

浅沼もまた、別の観点から甚本的に「長期継続的取引」

を前提としている。改善提案力のある限られた部品会社間

を競争させ、コストダウンをはかり（少数者間の有効競

争）、勝ち抜いた部品会社にその部品に関して一括発注型

の分業パターン（まとめてまかせる）をとるのである。

そして1990年代になって日本の開発プロセス・組織の導

入を含めた製品開発の組織体制をアメリカが積極的に導入

するようになった。これを藤本は、 1980年代に確立された

生産システムが1990年代においてもなお依然として競争力

を維持している証であるという 。少なくとも欧米メーカー

が日本メーカーに対するキャ ッチアップを行ったことがそ

の理由であると主張した汽

だが1990年代になって、生産の海外シフト、部品輸入の

拡大、自動車設計の簡素化、系列外取引の拡大、欧米での

モジュール納品プーム、部品開発への三次元 CAD（コン

ピュータ支援設計）、電子調達の拡大などの構造改革が進

行している。藤本 (2002)は、このような状況にあって国

際競争力を維持しえた理由として、ベストプラクティスと

しての「日本型サプライヤー・システム」があったからで

あり、「系列」ではなかったと主張している。また、日産

がルノーとの提携後、系列サプライヤーヘの出資等を止め

たことは、「ルノーによる欧米型サプライヤー・システム

への移行」ではなく、「系列なき日本型サプライヤー・シ

ステムヘの回帰である」と分析した23。そして氏は、製品

を構成する部品・モジュールを「インターフェースを標準

化」することで、異なる部品を寄集め機能的に意味のある

製品を構成することが可能になるとし、少ない部品・モ

ジュールの組合せで必要なバリエーションを構成できれば

効率的であるとしたのである凡結果的には業務レベルで

の強みを活かし、「戦略構想能力」を強化しながら、業務

力と戦略力のバランスのとれた企業体質を作り上げていく

ことが重要であるという。

確かにポーター・竹内 (2000) も、日本企業は独自の

「戦略構想能力」を欠いていると指摘している25。しか

し、生産システムの研究者達が論じてきたように1980年代

に国際競争力を持つようになったシステムが、 1990年代も

その競争力を維持しているとしたら、生産の海外シフト、

部品輸入の拡大、自動車設計の簡素化、系列外取引の拡

大、モジュール納品ブーム、部品開発への三次元 CAD

（コンピュータ支援設計）、電子調達の拡大などの構造変

化に対応できているはずである。

トヨタが2000年になって中国市場に進出した。これはト

ヨタが海外で現地調達•生産、販売を一貫して行うという

珍しいケースである。これまでトヨタは海外生産する場

合、すでに完成車輸出を行い市場を確保してから現地生産

に切り替えるパターンをとってきた。（ヨーロッパにおけ

るヴィッツ（ヤリス）の例がある）しかし今日の中国は、

モータリゼーションが急速に進み、何があるかわからない

状況にある。それゆえに「生産よりも、いかに売るかが勝

負」というように流通に力を入れた呪本来、自動車は、

メーカーが設定した製品コンセプトを基に開発が行われ、

流通段階でこれを顧客にアピールする。顧客に車が届くま

で、上流から下流まで首尾一貰した製・販システムが形成

されてきた。それにもかかわらず生産システム研究者が生

産システム優位性のみを強調してこられたのは、 1990年ま

で低コスト高品質であれば明確な流通コンセプトなしでも

売れたからではないだろうか。そのためこれを支えてきた
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メーカーの商品開発力、もしくは製造段階でのコストダウ

ンによる優位性がクローズアップされてきたと考えられ

る。

しかし、中国進出に際してトヨタが流通に重点を置いた

ように、現代の自動車産業は生産システムよりも流通シス

テム重視へと変化しつつあるのである。

3. 生産重視から流通重視ヘ

1970年代になって顧客ニーズが多様化した。そのため

デイーラーでは、在庫として多種多様の車を取り揃える事

が難しくなり、顧客からのオーダーを工場段階で管理する

必要性が生じた。これに対応するために開発されたのが

オーダーエントリーシステムである。メーカーはこのシス

テムによりデイーラーからの発注時点で顧客の好むグレー

ド、色、車種等の情報を把握することが可能になった。し

かし、このシステムも不要な在庫を減らし在庫管理コスト

を削減することが主眼であり、情報を流通戦略にフィード

バ ックして活用することまで考慮されていたわけではな

かった270 

それが1980年代になり各メーカーのほぼすべてのデイー

ラーにオーダーエントリーシステムが整備された。自動車

メーカーにおける生産は、原則的には全国各地のデイー

ラー、海外の販売会社からのオーダーを受けて生産する受

注生産である。デイーラーからのオーダーには、顧客の注

文で発注するものと、デイーラー自身が売れ筋を判断して

見込みで発注する二つの形態がある。前者はデイーラーの

在庫負担ははないが、後者は在庫負担しなければならな

い。これもメーカー側のすみやかな生産対応があれば、前

者においては顧客への納期短縮となり、後者においては在

庫負担を軽減し、デイーラーも発注を遅らせたり、注文を

短期間で変更することができるというメリ ットになる。そ

のため売れ筋車種を追うことが容易になる。

岡本 (1995)は、オーダーエントリーシステム等の生

産・販売統合システムによ って予測の精度をどこまで高め

うるか。生産のリードタイムをどれほど短縮できるか、そ

のために流通ネ ットワークと情報収集システムをどう構築

するか、フレキシプル生産システムをどう構築できるかに

よって、多様なありようをみせるであろうという 280 

浅沼 (1986)は、今日の自動車生産は顧客の多様な嗜好

に応えるため、多品種少量生産になっている。そのため敏

速性が必要であると述べ、可能な仕様の数だけ車をデイー

ラーの店頭に陳列することは、不可能であるとし、在庫コ

ストが高くつくわりに効果が乏しいと述べている。生産に

はリードタイムが必要である。そのため販売と生産をつな

ぐオーダーエントリーシステムが開発されたという 。そし
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て「在庫を極力減らし、他方で顧客の待ち時間を極力減ら

しながら、なおかつ顧客の多様な嗜好に応えうるシステム

を築くこと。これが、現代の自動車産業に課されている至

上の課題である」と力説した290 

一方、氏は、特定メーカーがブランドを付与している製

品の生産と流通の諸段階を分担している企業群の間に、そ

れらの企業が一つのシステムとして円滑に機能するため

に、情報的な相互作用上、いったいどのようなニーズが生

じるのかについても言及している。そして、近年進みつつ

ある情報通信の高度化はニーズと、どのような相互関係に

あるかを探究する切口が必要であるという 。そしてこの切

口からみた結果、生産と流通のシステムの再構築上、重要

なのは、どのような契約的枠組みによって、システムを構

成する企業同士が結びつけられるか、その枠組みはシステ

ムのパフォーマンスを向上させるためのインセンテイヴ

を、どのような形で企業間に割り当てるかが問題となって

くるという 300 

以上のようなオーダーエントリーシステムを支えてきた

のは、メーカーとデイーラー間の強い結びつきである。日

本のディーラーシステムは、アメリカのフランチャイズを

ベースにして整備されたが、独自の特徴を持っている。塩

地・キーリー (1994)は、アメリカにおけるメーカーと

デイーラー、日本におけるメーカーとデイーラー関係を比

較研究し、日本の流通システムの特徴と問題点を指摘し

た。この研究によれば日本の流通システムの特徴は、系列

化であるという 。これはメーカーによ ってディーラーが系

列化されていることを指し、その形態として二つをあげ

た。一つは「排他的系列販売」、一つは「複数系列競合」

である。「排他的系列販売」とは、 1950年までにすでにみ

られるようになっていた特徴である。これはデイーラーが

それぞれメーカーごとに系列化され、 一つのメーカーの製

品しか販売できないことを指している。

1980年以降、市場が成熟し新規需要が減少し、買替需要

が主になった。そこでデイーラーは買替え時、ークラス上

の車に上級移行できるよう車種を取り揃えた。メーカーは

このデイーラーからの要望もあって、兄弟車、姉妹車をつ．

くり、系列デイーラーに分配し、デイーラー間で競争させ

るようになった。このように同一メーカーの系列デイー

ラー間での競合を「複数系列競合」というのである凡

同一メーカーの車種しか扱かっていない排他的系列販売

は、製品 （車）に対する知識が集約・蓄積され、売れ筋製

品を顧客に対して売り込み易く、また売れ筋の予測もつき

やすくなる環境にあり、オーダーエントリーシステムが円

滑に機能する下地をつくったと考えられる。また排他性を

重視したためメーカーからデイーラーに対して株式出資、

役員派遣、融資が行われた。これによってメーカーの
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デイーラーに対する支配力が強まり、メーカーの経営方針

を色濃く反映する日本独自の流通システムを形成する背景

となったのである汽

それでは販売方法改善は、行われなかったのであろう

か。デイーラーにおける販売方法は、 1990年代前半まで旧

態依然とした人的販売が中心であった。なぜならば1980年

代までは顧客がセールスマンに自動車保有に関するアドバ

イザー的役割を期待しており、セールスマンと信頼関係で

つながっていたからである33。そのため原則的に各セール

スマンは自分が担当した顧客に関しては個人管理し、

デイーラーで顧客情報を全社的に共有することが遅れてい

た。本来ならば、オーダーエントリーシステムのメリット

である短期間納車をサービスによってサポートする形とな

るのが理想的である。しかし、オーダーエントリーシステ

ムという上からの外圧によ っても現状打破はむずかしかっ

た340

しかし、顧客の注文で発注するオーダーエントリーの全

体に占める比率は、 5割から 6割で、どうしてもデイー

ラ一段階での見込み在庫は、簡単になくならなかった。こ

れまでの大量生産による見込み生産の弊害を極力少なく

し、顧客の欲するバージョンの車を随時提供できる形で見

込み受注生産化をはかって来たのが日本の自動車販売で

あった。それが情報革命という外的ショックによって「情

報革命はこれをうまく活用することによ って大きな消費者

便益を与えるとともに、真に顧客密着で、ムダの少ない販

売流通ビジネスモデルを提供するかも知れない」とされる

ようになってきた汽

近年のインターネット情報革命は、長年固定化されてき

た自動車流通システムに変化を起こそうとしている。その

第一要因として考えられるのが「自動車流通コスト引き下

げの強い要求」である。この要求がメーカー側からも、顧

客となるユーザー側からも出てきている。その中で「顧客

満足というものの徹底した追求の必要性」が強まってい

る。「この点（顧客が満足するマーケティング）に情報革

命が事と次第によ っては光を当ててくれるかもしれない」

と情報革命によるマーケティング変革への期待は大き

ぃ36。

中小企業白書 (2000) も「近年の情報技術 (IT)革新

の影響は、情報技術関連産業自身の発展や、既存企業にお

ける業務の合理化・効率化にとどまらず、これまでにない

新しいビジネスやビジネス手法の創造を促すとともに、従

来の取引慣行にも変化を与えている。また、消費者（顧

客）の側にも、インターネットを通じて多くの情報の入手

を可能とする等の変化を及ぽしている」と IT活用によっ

て既存企業の環境変化がもたらされるであろうと示唆して

いる呪

顧客はインターネットによ って提供される情報の中から

自分に必要な情報だけを取捨選択すればよくなった。その

ためメーカーはあふれる情報の中で自社を差別化する手段

として、ブランドを前面に押し出した流通戦略を画策し

た。

ブランドを意識させることが出来れば2歩も3歩もリード

したようなものである。それゆえプランドを定着させるた

めメデイアを利用したり、あらゆるスポンサーを引き受け

たりしてできるだけ多くの人々の目や耳に残るよう繰り返

し、幅広く絶え間なく印象づけていった。たとえ広告経費

を費やしたとしても、顧客があまり耳慣れないブランド名

など信頼してもらえないことを熟知していたからである。

それゆえ顧客と接触する機会を増やし、双方向コミュニ

ケーションを図ることで長期的信頼関係を築こうとした。

メーカーと顧客が双方向コミュニケーションを図り好意的

なブランドイメージを築く手法としてリレーションシップ

マーケティングが指向されたのである380

筆者は以上の指摘を踏まえ IT革命時代の自動車流通

は、まず顧客から選ばれるメーカーとなることが重要で、

その顧客と個々に双方向コミュニケーションが可能になる

事が大切なのである。その手法としてとられたのがコミュ

ニケーションを重視したリレーションシップマーケティン

グ戦略であったのだと考える。

これまで顧客への自動車情報は、新聞、テレビ、ラジ

オ、その他をとおして提供されてきた。それが1990年代に

なって、新聞とラジオの比重が減少し、その他のツール活

用（インターネット等）が増加した呪IT革命以前は、

メーカーから顧客へ新聞、テレビ、ラジオ、その他の媒体

を通して一方的に情報提供を行ってきた。

それがメーカーの発信した情報が顧客に正確に伝わって

いるか、確認する必要性がたかまってきた。メーカーが正

確な顧客情報を欲するようになったからである。1980年代

まではデイーラーを通し、販売後に顧客の苦情や製品に対

する意見として聞いてきた。そのため迅速な情報フィード

バックがされにくい状況にあった。なぜなら1980年代後半

から1990年代にイントラネットが整備されるまで、このよ

うな情報は、デイーラーが営業実績、新車・中古車販売状

況報告書と一緒に紙面上で行なわれていたからである。と

ころがこの手法だとデイーラーが都合のいいように情報を

変更することもできた。そのためメーカーに正確な顧客

ニーズが伝わりにくかったのである。

小田切 (1999)はメーカーが情報発信するに際して評判

効果 (Reputationeffect) を重視すべきであるという 。氏

は「自動車の場合、インターネット上で車のイメージ、主

要装備、主要諸元などの情報は発信出来るが、実際には商

品に触ったり試乗したりできない。そのためメーカーは、
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信頼できる業者でなければならない」からであるとその理

由を説明する400

インターネットの普及は、 Oneto Oneマーケティング

を可能としつつある。これが出来るようになればデイー

ラーからの情報だけでなく、幅広い顧客層からの情報収集

も見込める。このデータをデータベース化して市場調査

ツールとしてニーズ把握に役に立てることも出来るように

なるのである凡例えば e-mail及び webをアンケート調

査手段として使い、消費者行動予測に利用することでニー

ズに合った製品・流通戦略の改善が可能となる。つまり、

インターネットは、迅速な顧客ニーズ把握と市場調査機能

という二つの可能性を持つのである。

1990年以降、市場成熟が進行し新車販売台数が減少し

た。そこでメーカーは、買い換え需要喚起策が必要となっ

てきた。そのためメーカーは、願客（ユーザー）の自社製

品満足度を的確に把握し、一度つかんだユーザーを逃がさ

ないようにしなければならなくなった。そして顧客が自社

に対してロイヤリティを持つようなマーケティングを展開

しなければならなくなってきた420

またインターネットは自動車市場グローバル化を促進

し、デイーラー合理化と柔軟性、ひいてはフランチャイズ

の見なおしまで迫っている見 しかし、どんなに情報技術

が進歩し、スピードアップしたとしても、顧客との接点と

なるデイーラーを軽んじてはいけない。

トヨタはデイーラー改革として1998年「ニュージェネ

レーション層」にフィットした新しい販売方法、サービス

を模索する目的で、オート店のネ ッツ (Networkof Ener-

getic Teams for Zenith)への転換をはかった。ネッツ立

ち上げに際し奥田（当時の社長）は「トヨタのチャネル、

トヨタのクルマ、あるいはトヨタという 言葉には、なんだ

か古臭くてオジンくさい、あるいはコンサバティブという

イメージがあるようです。そこで、ネ ッツというブランド

を前面に出すことで、洗練されたイメージで受け取られる

ようになれば、まずは成功だと思います」と述べてい

る44。この発言は社長自らトヨタブランドが若者にフィ ッ

トしなくなってきている状況を把握していたことを示して

いる。そのため大胆なデイーラー変革を行う必要性があっ

たのである。

ネッツでは若者のトヨタ離れを防ぐため、これまで行っ

てきた訪問販売と値引きではなく、個々の商品価値をア

ピールすることを販売目標とした。売る側が“売りたい

人”に売るのではなく、‘‘欲しい人”に来てもらい見ても

らって買ってもらう体制作りを試みたのである汽具体的

にはトヨタデイーラーイメージを変えるため、今までにな

い店舗の外観イメージ、 早朝から夜間、休日も店をあける

体制作りをおこなった。このように見えるところだけでな
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く、販売手法も新たな手法がとられた。セールスマンは

ノートパソコンを持ち即座に在庫情報を提供するが、来客

者の要望がなければ必要以上に話しかけないようにしたの

である。またセールスマンの再教育を行いこれに対応し

た。通常、新車発売後、最初の週末に発表会を行うことが

慣例となっているが、丁寧な車両説明が出来るようにセー

ルスマン自らが一週間、実際にクルマに試乗し説明のため

の知識を深めた上で発表したのである。CMや広告におい

ても「ネッツ」を強く押し出し、トヨタの文字を極力小さ

くする努力が図られ、訪問販売もできるだけ絞り込み、店

頭販売に特化したのである。

メーカーもネ ッツ店舗展開にあたって1998年にアルテッ

ツァ、 1999年にヴィッツをネッツ専売にした。発売と同時

にインターネ ットのトヨタホームページでこの二車種のコ

ンセプト等を発信した。新しいネームと新しい専売製品投

入により活路を見出そうとしたのである。この二車種は、

若者が価格面で値段交渉を嫌う傾向にあるとのトヨタ調査

部からのデータから、ワンプライス制導入を試みた。これ

によ って、セールスマンも商談時、車両説明に専念するこ

とができるようになったのである見

メーカーがインターネ ットでプランドイメージをつくる

情報を発信し、デイーラーがこれを補佐するというモデル

をつくること。これが流通システムに課せられた課題で

あったと思う 。これを実現しようとしたネ ッツの取組み

は、「若者層を取り込むという明確なコンセプトもあっ

て、 トヨタに対する若者層のイメージアップがはかれたと

思います」とされ、実際にネ ッツに変えてから来客も増加

したという 47。トヨタはアルテ ッツァ、ヴィ ッツをイン

ターネ ットでブランドイメージをつくる情報を発信し、

ネッツがこれを補佐するというモデルケースをつくるとい

う流通システムの試みとして一応の成果を上げたといえ

る。

4. おわりに

2000年、トヨタは IT活用の初の試みとして V-comm

（ビジュアル・バーチャル・アンド・コミュニケーショ

ン）48を使って「bB」を開発した。コンピュータを使った

ことで設計変更件数が減少し、コスト削減がはかれたとい

ぅ49。プラ ットホーム （シャーシ）をヴ ィッ ツのものをつ

かったこともあって、通常3~4年かかる開発期間が1年

で開発され、コストパフ ォーマンスが向上した50。生産に

関しては、 IT活用が進んでいる。

しかし、流通に関しては改善の余地がある。 トヨタは従

来から北米でターゲット毎のブランドマーケティング戦略

を行なってきた。大衆車ブランドトヨタと高級車ブランド
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レクサスというブランド差別化である。だが日本では依然

として、 5チャネル販売網でチャネル毎のフルライン化が

維持されていた。それが流通段階におけるブランドプッ

シュのため、ブランドマーケティングノウハウが必要に

なってきているのである。

日本ではユーザーが自動車を買うとき、デザイン、メー

カー名、周囲の評判、アフターサービスが重要な決め手と

なる。 トヨタは「トヨタなら安心」というイメージを定着

させるため、インターネットを使って Oneto One対応、

ネッツにおける新しい販売方法を模索した。その結果とし

て条件がほぼ同じならば、 トヨタは最終的に選らばれるブ

ランドとして58.5%の支持をえるまでになった凡

生産システムにおける革新と納車品質向上、ネガティブ

なブランド連想改善、ネッツにおけるディーラーの取り組

み。これらは「トヨタなら安心」という安心感を与えるた

めの対策であった。流通においては、コミュニケーション

を重視したリレーションシップ戦略がとられるようになっ

ていった。その一方で情報技術の進歩が情報伝達スピード

を加速させたことによって、「三菱のリコール隠し」が一

夜にして全世界に広がったように恐ろしい一面も併せ持っ

ていることを忘れてはならない。

自動車産業分析の視点として生産と流通という 二つの視

点から見てきた。結論として生産システムは、改善の余地

がきわめて少なくなってきており、競争優位を維持するた

めには流通システムの改革が必要であるという結論に達し

た。浅沼 (1986)は自動車産業の課題として「在庫を極力

減らし、他方で顧客の待ち時間を極力減らしながら、なお

かつ顧客の多様な嗜好に応えうるシステム」が必要である

と説いた。流通システムは在庫を極力減らし、他方で顧客

の待ち時間を極力減らす事に関しては、改善をおこな って

きた。それがネッツの例で見たように、メーカーが顧客の

多様な嗜好に応えるシステムをつくろうとしている。マー

ケティングも1990年代前半までのスピード重視のマーケ

ティングから、コミュニケーション重視のリレーション

シップマーケティングヘ転換しようとしている。このよう

な状況からも筆者は競争優位を維持するためには、情報技

術を活用した流通システムイノベーションをおいて他にな

いと考える。
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